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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも２つの電極および少なくとも１つの電気活性ポリマ素子を有する電気機械変
換器であって、
　前記ポリマ素子は２つの電極の間に配置され、
　前記ポリマ素子は、
　　成分Ａ）ポリイソシアネートと、
　　成分Ｂ）ポリイソシアネートプレポリマと、
　　成分Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物とを含
む反応混合物から得られる電気機械変換器。
【請求項２】
　請求項１に記載の電気機械変換器であって、センサおよび／またはアクチュエータおよ
び／またはジェネレータである電気機械変換器。
【請求項３】
　請求項１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ａ）は、イソシアヌレート基、ウレトジオン基、または、それらの混合物を含
むポリイソシアネートである電気機械変換器。
【請求項４】
　請求項１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ａ）は、２以上のＮＣＯ官能価を有し、ウレトジオン、イソシアヌレート、ビ
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ウレット、イミノオキサジアジンジオン、または、オキサジアジントリオン構造、もしく
は、それらの混合物を有するジイソシアネートである電気機械変換器。
【請求項５】
　請求項１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ｂ）は、１または複数のジイソシアネートと、１または複数のヒドロキシ官能
性ポリオールとの反応から得られる反応生成物である電気機械変換器。
【請求項６】
　請求項５に記載の電気機械変換器であって、前記ジイソシアネートは、２：１から２０
：１のイソシアネート基対ヒドロキシ基の比で、前記ヒドロキシ官能性ポリオールと反応
する電気機械変換器。
【請求項７】
　請求項１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ｃ）は、少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有するポリア
ミンまたはポリオールである電気機械変換器。
【請求項８】
　請求項１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ｃ）は、ポリマポリオールである電気機械変換器。
【請求項９】
　請求項１に記載の電気機械変換器を準備する方法であって、
　ａ）少なくとも２つの電極を準備する工程と、
　ｂ）反応混合物の反応によってポリマ素子を準備する工程であって、前記反応混合物は
、
　　成分Ａ）ポリイソシアネートと、
　　成分Ｂ）ポリイソシアネートプレポリマと、
　　成分Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物とを含
む工程と、
　ｃ）２つの電極の間に前記ポリマ素子を配置する工程と
を備える方法。
【請求項１０】
　反応混合物から得られる電気活性ポリマ素子を電気機械素子として利用する方法であっ
て、
　前記反応混合物は、
　　成分Ａ）ポリイソシアネートと、
　　成分Ｂ）１または複数のジイソシアネートと、１または複数のヒドロキシ官能性ポリ
オールとの反応から得られるポリイソシアネートプレポリマと、
　　成分Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物と
　を含む方法。
【請求項１１】
　請求項１から請求項８のいずれか一項に記載の電気機械変換器を含む電子および／また
は電気デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気機械変換器に関し、特に、ポリイソシアネートと、ポリイソシアネート
プレポリマと、少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物とを
含む反応混合物から得られるポリマ素子を備えた電気機械センサ、アクチュエータ、およ
び／または、ジェネレータに関する。さらに、本発明は、かかる電気機械変換器の製造の
ための処理と、アクチュエータ、センサ、および／または、ジェネレータなどのポリマ素
子の利用とに関する。本発明は、さらに、本発明に従った電気機械変換器を備える電子お
よび／または電気デバイスと、電子および／または電気デバイスにおける本発明に従った
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電気機械変換器の利用とに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気機械変換器は、電気エネルギを機械エネルギに変換し、機械エネルギを電気エネル
ギに変換する。したがって、電気機械変換器は、センサ、アクチュエータ、および／また
は、ジェネレータとして用いることができる。
【０００３】
　かかる変換器の基本的な構造は、両側が電極で被覆された電気活性ポリマの層に基づく
。電気活性ポリマは、印加される電圧に応じて体積および／または形状が変化するポリマ
、および／または、体積および／または形状の変化によって電圧を発生することができる
ポリマであると理解される。
【０００４】
　ＷＯ０１／０６５７５Ａ１は、例えば、シリコーンエラストマ、アクリルエラストマ、
ポリウレタン、熱可塑性エラストマ、ポリテトラフルオロエチレンを含むコポリマ、フッ
素化エラストマ、ならびに、シリコーン基およびアクリル基を含むポリマが、かかる電気
機械的特性を示しうることを開示している。
【０００５】
　未公開欧州特許出願第ＥＰ０８０１３６４８．４号は、ポリイソシアネートプレポリマ
および／またはポリイソシアネートプレポリマならびにジアミノ官能性化合物から製造さ
れる電気機械変換器を開示している。未公開欧州特許出願第ＥＰ０８０１８９３６．８号
は、有機溶媒中に少なくとも１つのポリウレタンを含む溶液から製造される電気機械変換
器を開示している。これらのシステムは、有機溶媒の含有量が多いために、例えば、労働
者を保護して発火源を避けるために、健康および安全の観点から様々な要求に従わなけれ
ばならないので、被覆できるケースが限られるという欠点を有する。生態学的な理由から
も、大量の有機溶媒を利用しないシステムが望ましい。
【０００６】
　さらに、電気機械変換器で用いられている従来のポリマは、しばしば、電気機械変換器
の機能に悪影響を及ぼしうる不利な特性を有する。これらは、悪い機械的特性およびその
他の特性、特に、不利な伸長特性、悪い絶縁作用（特に、低いブレークスルー電界強度、
および、高い電気伝導度）、悪い処理可能性、ならびに、高い材料費を含む。特に、例え
ばシリコーンなど、電気機械変換器に従来用いられているポリマを用いても、望ましい特
性の組み合わせを１つの材料で達成することができない。変換器を製造するためにＥＰ０
８０１３６４８．４およびＥＰ０８０１８９３６．８で用いられているポリウレタンでさ
え、特に最適でない弾性につながる線状ポリマ鎖を有するため、最適でない機械的特性を
示す。
【発明の概要】
【０００７】
　したがって、本発明の課題は、良好な特性を示し、周知の電気機械変換器の欠点を克服
する電気機械変換器を提供することである。
【０００８】
　本発明の範囲内で、この課題は、ポリイソシアネートと、ポリイソシアネートプレポリ
マと、少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基（特に、ヒドロキシ基含有ポ
リマ）を有する化合物とを含む反応混合物から得られるポリマ素子を備えた電気機械変換
器によって達成されることがわかった。「ポリイソシアネート」および「ポリイソシアネ
ートプレポリマ」という用語の定義およびそれらの間の差違については、後述する。いず
れの場合にも、少なくとも２つの遊離イソシアネート基を含む化合物である。
【０００９】
　したがって、本発明は、少なくとも２つの電極および少なくとも１つの電気活性ポリマ
素子を含む電気機械変換器を提供するものであり、ポリマ素子は、２つの電極の間に配置
され、特に、少なくとも１つの電極と接触しており、ポリマ素子は、本発明によると、例
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えば以下の成分を含む膜形成反応混合物などの反応混合物から得られる。
　Ａ）ポリイソシアネート
　Ｂ）ポリイソシアネートプレポリマ
　Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物
【００１０】
　本発明によると、成分Ａ）のポリイソシアネートとしては、例えば、１，４－ブチレン
ジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、イソホロンジ
イソシアネート（ＩＰＤＩ）、２，２，４－および／または２，４，４－トリメチルヘキ
サメチレンジイソシアネート、異性体のビス－（４，４’－イソシアナトシクロヘキシル
）メタンまたは任意の所望の異性体を含むその混合物、１，４－シクロへキシレンジイソ
シアネート、４－イソシアナトメチル－１，８－オクタンジイソシアネート（ノナントリ
イソシアネート）、１，４－フェニレンジイソシアネート、２，４－および／または２，
６－トルイレンジイソシアネート、１，５－ナフタレンジイソシアネート、２，２’－お
よび／または２，４’－および／または４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、
１，３－および／または１，４－ビス－（２－イソシアナトプロプ－２－イル）－ベンゼ
ン（ＴＭＸＤＩ）、１，３－ビス（イソシアナトメチル）－ベンゼン（ＸＤＩ）、１から
８個の炭素原子を有するアルキル基を含むアルキル２，６－ジイソシアナトヘキサノアー
ト（リジンジイソシアネート）、ならびに、それらの混合物が適している。また、成分Ａ
に適した構造単位は、上述のジイソシアネートを基礎として、ウレトジオン、イソシアヌ
レート、ビウレット、イミノオキサジアジンジオン、または、オキサジアジントリオン構
造を含む化合物である。
【００１１】
　成分Ｂ）として用いることができるポリイソシアネートプレポリマは、任意選択的に触
媒ならびに補助物質および添加剤を添加して、１または複数のヒドロキシ官能性（特に、
ポリマの）ポリオールと、１または複数のジイソシアネートとの反応によって得ることが
できる。さらに、ポリイソシアネートプレポリマを形成するために、例えば、第一級およ
び／または第二級アミノ基（ＮＨ2－および／またはＮＨ－官能性成分）を有するものな
ど鎖延長のための成分を追加的に用いることができる。
【００１２】
　本発明の範囲内で、成分Ｃ）は、原則として、少なくとも２つのイソシアネート反応性
ヒドロキシ基を有する化合物であってよい。例えば、成分Ｃ）は、少なくとも２つのイソ
シアネート反応性ヒドロキシ基を有するポリオールであってよい。
【００１３】
　本発明の範囲内で、成分Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ）に関連する用語「ａ」は、数詞とし
て使用されるのではなく、不定冠詞として用いられている。
【００１４】
　本発明に従って上記の成分から準備されたポリマ素子は、良好な機械的強度および高い
弾性を有する。さらに、ポリマ素子は、良好な電気的特性（ブレークスルー電界強度およ
び誘電率など）を有するため、電気機械変換器に有利に用いることができる。
【００１５】
　かかる変換器に機械的負荷が印加されると、変換器は、例えば、その厚さに沿って変形
され、強い電気信号が電極で検出されうる。それによって、機械的エネルギが電気的エネ
ルギに変換される。したがって、本発明に従った変換器は、ジェネレータおよびセンサと
して用いることができる。
【００１６】
　その一方で、逆の効果、つまり、電気的エネルギから機械的エネルギへの変換を用いて
、本発明に従った変換器は、同様に、アクチュエータとしても利用可能である。
【００１７】
　本発明に従った電気機械変換器の一実施形態において、反応混合物内の成分Ａ）は、２
以上の官能価を有し、ウレトジオン、イソシアヌレート、ビウレット、イミノオキサジア
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ジンジオン、または、オキサジアジントリオン構造、もしくは、それらの混合物を含むジ
イソシアネート系ポリイソシアネートであってよく、特にイソシアヌレート構造を含むも
のが好ましい。
【００１８】
　本発明に従った電気機械変換器の一実施形態において、成分Ａ）は、２から４の平均Ｎ
ＣＯ官能価を有し、脂肪族結合または脂環式結合したイソシアネート基を有するポリイソ
シアネートまたはポリイソシアネート混合物であってよい。ウレトジオン、イソシアヌレ
ート、ビウレット、イミノオキサジアジンジオン、または、オキサジアジントリオン構造
、および、それらの混合物を有し、混合物の平均ＮＣＯ官能価が、２から４、好ましくは
２から２．６、特に好ましくは２から２．４である上述のタイプのポリイソシアネートま
たはポリイソシアネート混合物が好ましい。
【００１９】
　成分Ａ）として特に好ましいのは、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイ
ソシアネート、または、異性体ビス－（４，４’－イソシアネートシクロヘキシル）メタ
ン系のポリイソシアネート、ならびに、上述のジイソシアネートの混合物である。
【００２０】
　成分Ｂ）としてのポリイソシアネートプレポリマは、ポリマポリオールおよび脂肪酸ジ
イソシアネートの反応から得られることが好ましい。ポリオールとしてのポリプロピレン
グリコールと脂肪酸ジイソシアネートとしてのヘキサメチレンジイソシアネートとに基づ
くポリイソシアネートプレポリマが、成分Ｂ）として好ましい。
【００２１】
　本発明によると、ポリイソシアネートプレポリマＢ）との反応のためのヒドロキシ官能
性ポリマポリオールは、例えば、ポリエステルポリオール、ポリアクリレートポリオール
、ポリウレタンポリオール、ポリカーボネートポリオール、ポリエーテルポリオール、ポ
リエステルポリアクリレートポリオール、ポリウレタンポリアクリレートポリオール、ポ
リウレタンポリエステルポリオール、ポリウレタンポリエーテルポリオール、ポリウレタ
ンポリカーボネートポリオール、および／または、ポリエステルポリカーボネートポリオ
ールであってよい。これらは、ポリイソシアネートプレポリマの準備のために、個別に利
用されてもよいし、互いの任意の混合物で利用されてもよい。
【００２２】
　ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備に適切なポリエステルポリオールは、ジオー
ルならびに任意選択的にトリオールおよびテトラオールと、ジカルボン酸ならびに任意選
択的にトリカルボン酸およびテトラカルボン酸またはヒドロキシカルボン酸またはラクト
ンとの重縮合生成物であってよい。遊離ポリカルボン酸の代わりに、ポリエステルの準備
のために、対応するポリカルボン酸無水物または対応する低級アルコールのポリカルボン
酸エステルを用いることも可能である。
【００２３】
　適切なジオールの例は、エチレングリコール、ブチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、トリエチレングリコール、ポリアルキレングリコール（ポリエチレングリコールな
ど）、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール
、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオールおよび異性体、ネオペンチルグリ
コールまたはヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールエステル、もしくは、それら
の混合物であり、１，６－ヘキサンジオールおよび異性体、１，４－ブタンジオール、ネ
オペンチルグリコール、ならびに、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールエステ
ルが好ましい。さらに、トリメチロールプロパン、グリセロール、エリトリトール、ペン
タエリトリトール、トリメチロールベンゼン、または、トリスヒドロキシエチルイソシア
ヌレート、もしくは、それらの混合物などのポリオールが用いられてもよい。
【００２４】
　ジカルボン酸として、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、テトラヒドロフタル酸
、ヘキサヒドロフタル酸、シクロヘキサンジカルボン酸、アジピン酸、アゼライン酸、セ
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バシン酸、グルタル酸、テトラクロロフタル酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、マ
ロン酸、スベリン酸、２－メチルコハク酸、３，３－ジエチルグルタル酸、および／また
は、２，２－ジメチルコハク酸が用いられてよい。対応する無水物が酸源として用いられ
てもよい。
【００２５】
　エステル化されるべきポリオールの平均官能価が２以上である場合には、安息香酸およ
びヘキサンカルボン酸などのモノカルボン酸が追加的に併用されてもよい。
【００２６】
　好ましい酸は、上述のタイプの脂肪族酸または芳香族酸である。アジピン酸、イソフタ
ル酸、および、フタル酸が特に好ましい。
【００２７】
　末端ヒドロキシ基を有するポリエステルポリオールの準備における反応物質として併用
することができるヒドロキシカルボン酸は、例えば、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシ
酪酸、ヒドロキシデカン酸、または、ヒドロキシステアリン酸、もしくは、それらの混合
物である。適切なラクトンは、カプロラクトン、ブチロラクトン、または、同族体、もし
くは、それらの混合物である。カプロラクトンが好ましい。
【００２８】
　ヒドロキシ基含有ポリカーボネート（例えばポリカーボネートポリオール、好ましくは
ポリカーボネートジオール）が、同様に、ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備に利
用されてもよい。例えば、これらは、４００ｇ／ｍｏｌから８０００ｇ／ｍｏｌ、好まし
くは６００ｇ／ｍｏｌから３０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量Ｍnを有してよい。これら
は、炭酸誘導体（ジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネート、または、ホスゲンな
ど）と、ポリオール（好ましくはジオール）との反応によって得ることができる。
【００２９】
　この目的に適したジオールの例は、エチレングリコール、１，２－および１，３－プロ
パンジオール、１，３－および１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１
，８－オクタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－ビスヒドロキシメチルシク
ロヘキサン、２－メチル－１，３－プロパンジオール、ジプロピレングリコール、ポリプ
ロピレングリコール、ジブチレングリコール、ポリブチレングリコール、ビスフェノール
Ａ、または、上述のタイプのラクトン修飾ジオール、もしくは、それらの混合物である。
【００３０】
　ジオール成分は、４０重量％から１００重量％のヘキサンジオール（好ましくは１，６
－ヘキサンジオール）および／またはヘキサンジオール誘導体を含むことが好ましい。か
かるヘキサンジオール誘導体は、ヘキサンジオールに基づいており、末端ＯＨ基に加えて
エステル基またはエーテル基を含みうる。かかる誘導体は、例えば、ヘキサンジオールと
過剰なカプロラクトンとの反応によって、もしくは、ヘキサンジオールをエーテル化して
ジヘキシレングリコールまたはトリヘキシレングリコールを与えることによって、得るこ
とができる。本発明の範囲内で、これらおよび他の成分の量は、総量が１００重量％を超
えないように、特に総量が１００重量％になるように、周知の方法で選択される。
【００３１】
　ヒドロキシ基含有ポリカーボネート、特にポリカーボネートポリオールは、構造が直線
状であることが好ましい。
【００３２】
　ポリエーテルポリオールが、ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備のために同様に
用いられてもよい。例えば、ポリテトラメチレングリコールポリエーテルが適切であり、
カチオン開環によるテトラヒドロフランの重合によって得ることができる。同様に適切で
あるポリエーテルポリオールは、二官能性または多官能性の開始剤分子を有するスチレン
オキシド、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、および／または
、エピクロロヒドリンの付加生成物であってよい。適切な開始剤分子として利用できるも
のとしては、例えば、水、ブチルジグリコール、グリセロール、ジエチレングリコール、
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トリメチロールプロパン、プロピレングリコール、ソルビトール、エチレンジアミン、ト
リエタノールアミン、または、１，４－ブタンジオール、もしくは、それらの混合物が挙
げられる。
【００３３】
　ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備のための好ましい成分は、ポリプロピレング
リコール、ポリテトラメチレングリコールポリエーテル、および、ポリカーボネートポリ
オール、または、それらの混合物であり、ポリプロピレングリコールが特に好ましい。
【００３４】
　４００ｇ／ｍｏｌから８０００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは４００ｇ／ｍｏｌから６０００
ｇ／ｍｏｌ、特に好ましくは６００ｇ／ｍｏｌから３０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量Ｍ

nを有するポリマポリオールが用いられてよい。これらは、１．５から６のＯＨ官能価を
有することが好ましく、１．８から３が特に好ましく、１．９から２．１が最も好ましい
。
【００３５】
　上述のポリマポリオールに加えて、ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備に短鎖ポ
リオールが用いられてもよい。例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、ト
リエチレングリコール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４
－ブタンジオール、１，３－ブチレングリコール、シクロヘキサンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、ヒド
ロキノンジヒドロキシエチルエーテル、ビスフェノールＡ（２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）プロパン）、水素化ビスフェノールＡ（２，２－ビス（４－ヒドロキシシク
ロヘキシル）プロパン）、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、グリセロー
ル、または、ペンタエリトリトール、もしくは、それらの混合物を用いることが可能であ
る。
【００３６】
　また、上述の分子量範囲のエステルジオール、例えば、α－ヒドロキシーブチル－ε－
ヒドロキシーカプロン酸エステル、ω－ヒドロキシヘキシル－γ－ヒドロキシ酪酸エステ
ル、アジピン酸（βーヒドロキシエチル）エステル、または、テレフタル酸ビス（β－ヒ
ドロキシエチル）エステルも適している。
【００３７】
　さらに、ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備のために、単官能性イソシアネート
反応性ヒドロキシ基含有化合物を用いてもよい。かかる単官能性化合物の例は、エタノー
ル、ｎ－ブタノール、エチレングリコールモノブチルエ－テル、ジエチレングリコールモ
ノメチルエ－テル、ジエチレングリコールモノブチルエ－テル、プロピレングリコールモ
ノメチルエ－テル、ジプロピレングリコールモノメチルエ－テル、トリプロピレングリコ
ールモノメチルエ－テル、ジプロプレングリコールモノプロピルエ－テル、プロピレング
リコールモノブチルエ－テル、ジプロピレングリコールモノブチルエ－テル、トリプロピ
レングリコールモノブチルエーテル、２－エチルヘキサノール、１－オクタノール、１－
ドデカノール、または、１－ヘキサデカノール、もしくは、それらの混合物である。
【００３８】
　ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備のために、本発明の一実施形態において、イ
ソシアネート基対ヒドロキシ基の比（ＮＣＯ／ＯＨ比）を２：１から２０：１、例えば８
：１として、ジイソシアネートとポリオールを反応させることが可能である。それにより
、ウレタンおよび／またはアロファネート構造を形成することができる。次に、ある量の
未反応のポリイソシアネートを分離することができる。例えば、このために薄膜蒸留を用
いることが可能であり、残留モノマ含有量の低い（例えば、≦１重量％、好ましくは≦０
．５重量％、特に好ましくは≦０．１重量％）生成物が得られる。反応温度は、２０℃か
ら１２０℃であってよく、６０℃から１００℃が好ましい。塩化ベンゾイル、塩化イソフ
タロイル、リン酸ジブチル、３－クロロプロピオン酸、または、メチルトシレートなど、
安定剤が、準備の際に任意選択的に添加されてもよい。



(8) JP 5587411 B2 2014.9.10

10

20

30

40

50

【００３９】
　さらに、ＮＨ2－および／またはＮＨ－官能性成分が、ポリイソシアネートプレポリマ
Ｂ）の準備において鎖延長のために追加的に用いられてもよい。
【００４０】
　本発明によると、鎖延長のために適切な成分は、有機ジアミンまたはポリアミンである
。例えば、エチレンジアミン、１，２－ジアミノプロパン、１，３－ジアミノプロパン、
１，４－ジアミノブタン、１，６ージアミノヘキサン、イソホロンジアミン、２，２，４
－および２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジアミンの異性体混合物、２－メチルペ
ンタメチレンジアミン、ジエチレントリアミン、ジアミノジシクロヘキシルメタン、また
は、ジメチルエチレンジアミン、もしくは、それらの混合物を用いることが可能である。
【００４１】
　さらに、第一級アミノ基に加えて第二級アミノ基を含む、もしくは、（第一級または第
二級）アミノ基に加えてＯＨ基を含む成分が、ポリイソシアネートプレポリマＢ）の準備
のために用いられてもよい。それらの例は、ジエタノールアミン、３－アミノ－１－メチ
ルアミノプロパン、３－アミノ－１－エチルアミノプロパン、３－アミノ－１－シクロヘ
キシルアミノプロパン、３－アミノ－１－メチルアミノブタンなどの第一級／第二級アミ
ン、ならびに、Ｎ－アミノエチルエタノールアミン、エタノールアミン、３－アミノプロ
パノール、ネオペンタノールアミンなどのアルカノールアミンである。連鎖停止のために
、イソシアネートに対して反応性のある基を有するアミンが従来用いられており、例えば
、メチルアミン、エチルアミン、プロピルアミン、ブチルアミン、オクチルアミン、ラウ
リルアミン、ステアリルアミン、イソノニルオキシプロピルアミン、ジメチルアミン、ジ
エチルアミン、ジプロピルアミン、ジブチルアミン、Ｎ－メチルアミノプロピルアミン、
ジエチル（メチル）アミノプロピルアミン、モルホリン、ピペリジン、または、それらの
適切な置換誘導体、ジ第一級アミンおよびモノカルボン酸のアミドアミン、ジ第一級アミ
ンのモノケチム（ｍｏｎｏｋｅｔｉｍｅ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアミンなど
の第一級／第三級アミンである。
【００４２】
　本発明に従って成分Ｂ）として用いられるポリイソシアネートプレポリマまたはそれら
の混合物は、好ましくは１．８から５、特に好ましくは２から３．５、最も好ましくは２
から２．５の平均ＮＣＯ官能価を有しうる。
【００４３】
　本発明によると、成分Ａ）およびＢ）は、最初に互いに混合されうることが好ましく、
その後、Ａ）およびＢ）の混合物は、Ｃ）と反応させることができる。
【００４４】
　さらなる実施形態において、成分Ｃ）は、少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒド
ロキシ基を有するポリアミンまたはポリオールであってよい。ポリマポリオールを成分Ｃ
）として利用できることが好ましい。本発明によると、成分Ｃ）としてさらに好ましいの
は、２から４つのヒドロキシ基を有するポリマであり、最も好ましいのは、２から３つの
ヒドロキシ基を有するポリプロピレングリコールである。
【００４５】
　本発明によると、成分Ｃ）として用いることができるのは、ヒドロキシ官能性（特にポ
リマの）ポリオール、例えば、ポリエーテルポリオールである。例えば、ポリテトラメチ
レングリコールポリエーテルが適切であり、カチオン開環によるテトラヒドロフランの重
合によって得ることができる。同様に適切であるポリエーテルポリオールは、二官能性ま
たは多官能性の開始剤分子を有するスチレンオキシド、エチレンオキシド、プロピレンオ
キシド、ブチレンオキシド、および／または、エピクロロヒドリンの付加生成物であって
よい。適切な開始剤分子として利用できるものとしては、例えば、水、ブチルジグリコー
ル、グリセロール、ジエチレングリコール、トリメチロールプロパン、プロピレングリコ
ール、ソルビトール、エチレンジアミン、トリエタノールアミン、または、１，４－ブタ
ンジオール、もしくは、それらの混合物が挙げられる。
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【００４６】
　本発明によると、Ｃ）のポリマポリオールは、特に狭い分子量分布を有する、すなわち
、１．０から１．５の多分散性（ＰＤ＝Ｍｗ／Ｍｎ）および／または１．９より大きいＯ
Ｈ官能価を有することが好ましい。上述のポリエーテルポリオールは、１．０から１．５
の多分散性と、１．９より大きい（特に好ましくは１．９５以上の）ＯＨ官能価とを有す
ることが好ましい。
【００４７】
　かかるポリエステルポリオールは、特に二重金属シアニド触媒（ＤＭＣ触媒）を用いて
、適切な開始剤分子のアルコキシ化によって、それ自体が周知である方法で準備できる。
この方法は、例えば、特許明細書ＵＳ５，１５８，９２２号および出願公開ＥＰ０６５４
３０２Ａ１号に記載されている。
【００４８】
　ポリマ素子にための本発明に従った反応混合物は、成分Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ）を混
合することによって得ることができる。遊離イソシアネート基に対するイソシアネート反
応性ヒドロキシ基の比は、１：１．５から１．５：１が好ましく、１：１．０２から１：
０．９５が特に好ましい。
【００４９】
　成分Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ）の内の少なくとも１つは、ポリマ素子に分岐および架橋
を導入するために、好ましくは２．０以上、さらに好ましくは２．５以上、最も好ましく
は３．０以上の官能価を有する。官能価は、成分ＡおよびＢの場合には分子当たりのＮＣ
Ｏ基の平均数を指し、成分Ｃの場合には分子当たりのＯＨ基の平均数を指す。この分岐ま
たは架橋は、電気機械変換器として意図された目的のために、より良好な機械的性質およ
び弾性、特に、より良好な伸長特性をもたらす。
【００５０】
　本発明の範囲内で、ポリマ素子は、ポリマ層、特にポリマ薄膜、ポリマ箔、または、ポ
リマコーティングであってよい。例えば、ポリマ層は、０．１μｍから１５００μｍの層
厚、例えば、１μｍから５００μｍ、特に５μｍから２００μｍ、好ましくは１０μｍか
ら１００μｍの層厚を有しうる。
【００５１】
　本発明に従ったポリマ素子は、良好な機械的強度および高い弾性を有しうる点で有利で
ある。特に、本発明に従ったポリマ素子は、０．２ＭＰａ以上（特に０．４ＭＰａから５
０ＭＰａ）の最大張力と、２５０％以上（特に３５０％以上）の最大伸長とを有しうる。
さらに、本発明に従ったポリマ素子は、（ＤＩＮ５３５０４によって決定された）１００
％から２００％の使用時伸び範囲において、０．１ＭＰａから１ＭＰａの張力（例えば、
０．１ＭＰａから０．８ＭＰａ、特に、０．１ＭＰａから０．３ＭＰａ）を有しうる。さ
らに、本発明に従ったポリマ素子は、（ＤＩＮ　ＥＮ１５０　６７２　１－１によって決
定された）１００％の伸びで、０．１ＭＰａから１０ＭＰａ（例えば、０．２ＭＰａから
５ＭＰａ）の弾性率を有しうる。
【００５２】
　さらに、本発明に従ったポリマ素子は、良好な電気的特性を有しうる点で有利であり、
これらの特性は、ブレークスルー電界強度のためのＡＳＴＭ　Ｄ　１４９に従って、およ
び、誘電率の測定のためのＡＳＴＭ　Ｄ　１５０に従って決定できる。
【００５３】
　本発明は、さらに、本発明に従った電気機械変換器の製造処理を提供しており、その処
理においては：
・少なくとも２つの電極が準備され、
・ポリマ素子が、以下の成分を含む反応混合物の反応によって準備され：
　Ａ）ポリイソシアネート
　Ｂ）ポリイソシアネートプレポリマ
　Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物
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そして、
・ポリマ素子が２つの電極の間に配置される。
【００５４】
　特に、ポリマ素子は、ポリマ素子が電極の少なくとも１つと接触するように２つの電極
の間に配置されてよい。
【００５５】
　本発明の一実施形態の範囲内で、電気活性ポリマ素子は、ポリマ素子の両側の電極がポ
リマ素子に接触するように２つの電極の間に配置されてもよい。例えば、ポリマ素子は、
両側を電極で被覆されてよい。
【００５６】
　本発明に従った処理の好ましい実施形態の範囲内で、ポリマ素子は、電極の内の少なく
とも１つに反応混合物を塗布して反応混合物を反応させることによって準備されてよい。
反応混合物は、例えば、ナイフ塗布、コーティング、注入、スピンコーティング、噴霧、
または、噴射によって塗布されうる。本発明の範囲内で、別個の工程で電極およびポリマ
素子を準備した後にそれらを結合することも可能である。
【００５７】
　本発明に従った処理の好ましい実施形態の範囲内で、反応混合物は、乾燥および／また
はテンパリングされる。乾燥は、０℃から２００℃の温度範囲で、例えば、０．１分から
４８時間、特に６時間から１８時間行われてよい。テンパリングは、例えば、８０℃から
２５０℃の温度範囲で、例えば、０．１分から２４時間行われてよい。
【００５８】
　本発明に従った処理の一実施形態において、Ｂ）由来のイソシアネート基に対するＡ）
由来のイソシアネート基の当量比として用いられる比は、１：１０以上１０：１以下、特
に好ましくは１：５以上５：１以下、最も好ましくは１：３以上３：１以下であってよい
。反応混合物のために選択されたかかる比を用いて準備されたポリマ素子は、特に有利な
機械的および電気的特性を有しうる。
【００５９】
　２３℃で、Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ）の混合物の実質的な架橋および硬化が達成される
までの時間は、通例、１秒から３００分間、好ましくは１分から２０分間、特に好ましく
は１分から１０分間でありえる。硬化は、触媒によって加速されうる。好ましい実施形態
において、成分Ａ）およびＢ）の硬化のためのイソシアネート反応基の５０ｍｏｌ％以上
は、ポリエーテルポリオールである。本発明の特に好ましい実施形態の範囲内で、成分Ａ
）およびＢ）は、ポリエーテルポリオールのみによって硬化され、最も好ましくは、ポリ
プロピレングリコールのみによって硬化される。
【００６０】
　Ａ）、Ｂ）、Ｃ）の最終反応混合物および任意選択的なさらなる成分について、重量に
よる好ましい量は以下の通りである：
　Ａ）については、１から３０重量部、好ましくは４から２０重量部；
　Ｂ）については、１から５０重量部、好ましくは２５から４０重量部；
　Ｃ）については、１０から７０重量部、好ましくは３０から６５重量部；および、任意
選択的に
　さらなる補助物質、追加成分、または、添加剤については、０から５０重量部、好まし
くは０から２０重量部。
上述の重量部は、それぞれの場合において、すべての重量部の合計が１００になるように
選択される。
【００６１】
　一方では、成分Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ）を含む反応混合物は、電極に直接塗布されて
よく、その上で硬化しうる。他方では、反応混合物から薄膜または箔を最初に準備するこ
とが可能であり、薄膜または箔は、任意選択的に完全に硬化され、その後、電極と結合さ
れる。そのために、接着剤が用いられてもよいし、反応混合物自体の接着性が利用されて
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もよい。
【００６２】
　本発明に従った薄膜形成反応混合物は、それ自体が周知である任意の塗布方法、例えば
、ナイフ塗布、コーティング、注入、スピンコーティング、噴霧、または、噴射などの塗
布方法によって塗布されてよい。
【００６３】
　成分Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ）に加えて、反応混合物は、さらに、補助物質および添加
剤を含んでもよい。かかる補助物質および添加剤の例は、架橋剤、増粘剤、共溶媒、チキ
ソトロピック剤、安定剤、抗酸化剤、光安定剤、乳化剤、界面活性剤、接着剤、可塑剤、
疎水化剤、色素、充填剤、および、流動性向上剤である。
【００６４】
　成分Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ）に加えて、反応混合物は、さらに、充填剤を含んでもよ
い。充填剤は、例えば、ポリマ素子の誘電率を調節しうる。反応混合物は、高誘電率を有
する充填剤など、誘電率を高めるための充填剤を含むことが好ましい。充填材の例として
は、セラミック充填剤（特に、チタン酸バリウム、二酸化チタン）、圧電セラミック（石
英またはチタン酸ジルコン酸鉛など）、ならびに、有機充填剤（特に、高い電気的分極率
を有するもの、例えばフタロシアニンなど）が挙げられる。
【００６５】
　さらに、浸透閾値未満で導電性の充填剤を組み込むことによっても、高誘電率を達成で
きる。それらの例は、カーボンブラック、グラファイト、単層または多層カーボンナノチ
ューブ、導電性ポリマ（ポリチオフェン、ポリアニリン、または、ポリピロールなど）、
もしくは、それらの混合物である。この関連で特に興味深いものは、表面安定化を示すこ
とから、浸透閾値未満の低い濃度で誘電率を高めるものの、ポリマの導電率を上昇させな
いタイプのカーボンブラックである。
【００６６】
　本発明の範囲内で、誘電率および／または電気的ブレークスルー電界強度を高めるため
の添加剤が、薄膜形成後に添加されてもよい。これは、例えば、１または複数のさらなる
層を形成することによって、または、添加剤をポリマ素子に浸透させることによって（例
えば、添加剤をポリマ素子内に拡散させることによって）実行される。
【００６７】
　任意選択的に中間乾燥工程を行いつつ、反応混合物を多層で塗布することも、追加的に
可能である。
【００６８】
　反応混合物の乾燥および固着は、３０℃の温度、好ましくは１０℃から２００℃で行わ
れてよい。その際、被覆された基板が、加熱された表面（例えばローラなど）上を案内さ
れてよい。塗布および乾燥は、それぞれ、不連続または連続的に行われてよい。全体とし
ての処理は、連続的であることが好ましい。
【００６９】
　本発明に従ったポリマ素子は、例えば、導電層、溶媒およびガスに対するバリア層、お
よび／または、接着層など、さらなる機能的な層を設けられてもよい。かかる層は、ポリ
マ素子の表面全体または表面の一部を被覆することによって、片側または両側において、
１層または複数の重ね合わせた層の形態で形成されてよい。
【００７０】
　反応混合物からのポリマ薄膜の準備に適した基板材料は、特に、生成されたポリマ薄膜
を任意選択的に簡単な方法で除去できるようなガラス、剥離紙、箔、および、プラスチッ
クである。
【００７１】
　反応混合物の個々の層の処理は、注入またはナイフ塗布によって、手作業または機械で
実行されてよい。印刷、スクリーン印刷、噴霧、および、ディッピングも同様に、処理技
術として利用できる。
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【００７２】
　架橋後、ポリマ薄膜、ポリマ箔、または、ポリマコーティングの形態の本発明によるポ
リマ素子は、０．１μｍから１５００μｍの層厚、例えば１μｍから５００μｍ、特に５
μｍから２００μｍ、好ましくは１０μｍから１００μｍの層厚を有しうる。
【００７３】
　本発明は、さらに、以下の成分を含む反応混合物から得られるポリマ素子を、電気機械
素子、例えば、センサ、アクチュエータ、および／または、ジェネレータとして、特に、
センサ、アクチュエータ、および／または、ジェネレータ内の電気機械素子として利用す
る方法を提供する：
　Ａ）ポリイソシアネート
　Ｂ）ポリイソシアネートプレポリマ
　Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物
【００７４】
　本発明は、さらに、本発明に従った電気機械変換器を含む電子および／または電気デバ
イス、特に、構造要素、自動マシン、機器、または、構成要素を提供する。
【００７５】
　本発明は、さらに、電子および／または電気デバイス、特にアクチュエータ、センサ、
および／または、ジェネレータにおける本発明の電気機械変換器の利用法を提供する。有
利なことに、本発明は、電気機械および電気音響分野、特に、機械的振動からエネルギを
取得する分野（エネルギハーベスティング）、音響、超音波、医療診断、音響顕微鏡法、
メカニカルセンサシステム（特に、圧力、力、および／または、歪みセンサシステム）、
ロボット工学、および／または、通信技術の分野における非常に多岐にわたる多数の用途
で実施可能である。それらの典型的な例は、圧力センサ、電気音響変換器、マイク、拡声
器、振動変換器、光偏向器、メンブレン、光ファイバ用の変調器、焦電検出器、コンデン
サ、制御システム、および、「インテリジェント」フロア、ならびに、水の波エネルギ（
特に海洋の波のエネルギ）を電気的エネルギーに変換するためのシステムである。
【００７６】
　本発明に従った変換器を構築するために、本発明に従ったポリマ素子は、例えばＷＯ０
１／０６５７５に記載されているように、両側を電極で被覆されてよい。この基本構造は
、センサ、アクチュエータ、および／または、ジェネレータを製造するための様々な構成
で利用できることが有利である。本発明に従った電気機械変換器のためのポリマ素子は、
特に良好な機械的および電気的特性を有する点で有利である。本発明に従った電気機械変
換器は、多くの異なる用途で利用可能である。
【発明を実施するための形態】
【００７７】
　以下で示す例を参照しつつ、本発明についてさらに詳述するが、本発明はそれらの例に
限定されることはない。
【００７８】
実施例：
　特に指定のない限り、百分率はすべて、重量パーセントである。
　特に指定のない限り、分析的測定はすべて、２３℃の温度に基づく。
　特に明記しない限り、ＮＣＯ含有量は、ＤＩＮ－ＥＮ　ＩＳＯ　１１９０９に従って容
量分析で決定されたものである。
【００７９】
　示されている粘度は、Ａｎｔｏｎ　Ｐａａｒ　Ｇｅｒｍａｎｙ　ＧｍｂＨ（Ｇｅｒｍａ
ｎｙ，Ｈｅｌｍｕｔｈ－Ｈｉｒｔｈ－Ｓｔｒ．６，７３７６０　Ｏｓｔｆｉｌｄｅｒｎ）
の回転式粘度計を用いて、２３℃でＤＩＮ５３０１９に従った回転式粘度測定法によって
決定された。
【００８０】
　本発明による分散剤への充填剤の混入は、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ（モデル１５０ＦＶ、
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Ｈａｕｓｃｈｉｌｄ＆Ｃｏ．ＫＧ，Ｇｅｒｍａｎｙ，Ｗａｔｅｒｋａｍｐ１，５９０７５
Ｈａｍｍ）を用いて実行された。
【００８１】
　薄膜層の厚さは、Ｄｒ．Ｊｏｈａｎｎｅｓ　Ｈｅｉｄｅｎｈａｉｎ　ＧｍｂＨ（Ｇｅｒ
ｍａｎｙ，Ｄｒ．－Ｊｏｈａｎｎｅｓ－Ｈｅｉｄｅｎｈａｉｎ－Ｓｔｒ．５，８３３０１
Ｔｒａｕｎｒｅｕｔ）の機械的接触プローブを用いて測定された。試験体における異なる
３つの場所で測定を行い、代表的な測定値として平均値を用いた。
【００８２】
　引張試験は、ＤＩＮ　５３　５０４に従って、全測定範囲１ｋＮのロードセルを装備し
たＺｗｉｃｋ社の引張試験機（型番１４５５）を用いて、５０ｍｍ／分のけん引速度で実
行された。試験体としてＳ２引張ロッドを用いた。同じ方法で準備された３つの試験体に
対して各測定を行い、結果として得られたデータの平均値を評価に用いた。特にこのため
に、引張強度［ＭＰａ］および極限伸び［％］に加えて、１００％および２００％の伸び
での張力［ＭＰａ］も決定された。
【００８３】
　永久伸びは、全測定範囲５０Ｎのロードセルを装備したＺｗｉｃｋ／Ｒｏｅｌｌ製のＺ
ｗｉｃｋｉ引張試験機によって、試験対象のサンプルのＳ２ロッドに対して決定された。
この測定において、サンプルは５０ｍｍ／分の速度でｎ×５０％まで伸ばされ、この歪み
に至ると、サンプルは力＝０Ｎに解放され、残っている伸びが決定される。その後すぐに
、次の測定サイクルがｎ＝ｎ＋１で開始し、ｎの値は、サンプルが破断するまで増加され
る。ここでは、５０％の歪みに対する値のみが測定される。
【００８４】
　クリープも、Ｚｗｉｃｋｉ引張試験機で決定される。この装置は、永久伸びを決定する
ための試験に対応する。この場合に用いられる試験体は、６０×１０ｍｍ2の寸法のスト
リップ状のサンプルであり、５０ｍｍのクランプ間隔で固定される。５５ｍｍまで非常に
急速に変形させた後、この変形を３０分間一定に維持し、その期間中の力の経過が決定さ
れる。３０分後のクリープは、５５ｍｍまで変形した直後の初期値に基づいた力の減少率
である。
【００８５】
　ＡＳＴＭ　Ｄ　１５０－９８に従った誘電率の測定は、直径２０ｍｍの試験体で、Ｎｏ
ｖｏｃｏｎｔｒｏｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ　ＧｍｂＨ＆Ｃｏ．ＫＧ（Ｏｂｅｒｅｒ
ｂａｃｈｅｒ　Ｓｔｒａsｅ　９，５６４１４Ｈｕｎｄｓａｎｇｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙ）
製の測定システム（測定ブリッジ：Ａｌｐｈａ－Ａ　Ａｎａｌｙｚｅｒ、測定ヘッド：Ｚ
ＧＳ　Ａｃｔｉｖｅ　Ｓａｍｐｌｅ　Ｃｅｌｌ　Ｔｅｓｔ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）を用い
て行われた。１０7Ｈｚから１０-2Ｈｚの周波数範囲で試験を行った。１０-2Ｈｚでの誘
電率の実成分が、試験された材料の誘電率の測定値として選択された。
【００８６】
　ＡＳＴＭ　Ｄ　１４９－９７ａに従ったブレークスルー電界強度は、Ｈｅｉｎｚｉｎｇ
ｅｒ社（Ａｎｔｏｎ－Ｊａｋｏｂ－Ｓｔｒ．４，８３０２６Ｒｏｓｅｎｈｅｉｍ，Ｇｅｒ
ｍａｎｙ）の高圧電源モデルＬＮＣ２００００－３ｐｏｓと、ＤＫＩ（Ｄｅｕｔｓｃｈｅ
ｓ　Ｋｕｎｓｔｓｔｏｆｆｉｎｓｔｉｔｕｔ，Ｓｃｈｌｏsｇａｒｔｅｎｓｔｒ．６，６
４２８９Ｄａｒｍｓｔａｄｔ，Ｇｅｒｍａｎｙ）で内部に構成されたサンプルホルダとを
用いて決定された。サンプルホルダは、小さい機械的予負荷しか与えることなく、均一な
厚さのポリマサンプルと接触し、ユーザが電圧と接触することを防止する。このシステム
において、ポリマ薄膜は、予負荷なしに、電気的ブレークスルーが箔を通して起きるまで
、空中の破裂放電に対して絶縁するためにシリコーンオイル内で、増加する電圧を静的に
印加される。測定結果は、ポリマ薄膜の厚さに対するブレークスルー時の到達電圧［Ｖ／
μｍ］である。
【００８７】
　用いられる物質および省略形：
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Ｄｅｓｍｏｄｕｒ（登録商標）Ｎ３３００：ヘキサメチレンジイソシアネートに基づくイ
ソシアヌレート、ＮＣＯ含有量２１．８±０．３％（ＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ　１１　９０
９による）、２３℃での粘度３０００±７５０ｍＰａ・ｓ、Ｂａｙｅｒ　Ｍａｔｅｒｉａ
ｌＳｃｉｅｎｃｅ　ＡＧ，Ｌｅｖｅｒｋｕｓｅｎ，ＤＥ，（成分Ａ）
Ｄｅｓｍｏｄｕｒ（登録商標）ＸＰ２４１０：低粘度、ヘキサメチレンジイソシアネート
に基づく脂肪族ポリイソシアネート、ＮＣＯ含有量２３．５±０．５重量％（ＤＩＮ　Ｅ
Ｎ　ＩＳＯ　１１　９０９による）、２３℃での粘度７３０±１００ｍＰａ・ｓ、Ｂａｙ
ｅｒ　ＭａｔｅｒｉａｌＳｃｉｅｎｃｅ　ＡＧ，Ｌｅｖｅｒｋｕｓｅｎ，ＤＥ，（成分Ａ
）
Ｄｅｓｍｏｄｕｒ（登録商標）ＸＰ２５９９：ヘキサメチレン－１，６－ジイソシアネー
ト（ＨＤＩ）に基づく脂肪族のエーテル基含有プレポリマ、イソシアネート含有率６±０
．５％（ＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ　１１　９０９）、２３℃での粘度２５００±５００ｍＰ
ａ・ｓ、Ｂａｙｅｒ　ＭａｔｅｒｉａｌＳｃｉｅｎｃｅ　ＡＧ，Ｌｅｖｅｒｋｕｓｅｎ，
ＤＥ，（成分Ｂ）
ＤＢＴＤＬ：Ｅ－Ｍｅｒｃｋ　ＫＧａＡ（Ｆｒａｎｋｆｕｒｔｅｒ　Ｓｔｒ．２５０，Ｄ
-６４２９３Ｄａｒｍｓｔａｄｔ，Ｇｅｒｍａｎｙ）製のジブチル錫ジラウレート
【００８８】
例１：
　成分Ｂ）としてのジイソシアネート官能性ポリイソシアネートプレポリマの準備：
　１３００ｇのヘキサメチレン－１，６－ジイソシアネート（ＨＤＩ）、１．３ｇの塩化
ベンゾイル、および、１．３ｇのｐ－トルエンスルホン酸メチルエステルを、撹拌しつつ
４Ｌの四つ口フラスコに入れた。３時間の間に、２０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量を有
する１４５６ｇの二官能性ポリプロピレングリコールポリエーテルを８０℃で加えた後、
同じ温度で１時間撹拌を行った。次いで、過剰なＨＤＩを、１３０℃、０．１トールで薄
膜蒸留によって蒸留したところ、１ｇのクロロプロピオン酸がレシーバ内で見られた。結
果として得られたＮＣＯプレポリマは、３．２３％のＮＣＯ含有量および１６５０ｍＰａ
ｓ（２５℃）の粘度を有していた。
【００８９】
比較例Ｃ１：
　本発明によらないポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。１０ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　ＸＰ２５９９（
成分Ｂ）を、６０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量と０重量％のエチレンオキシド単位含有
量とを有する２８．１ｇの三官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリコール
ポリエーテル（成分Ｃ）、および、０．０２８ｇのＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ
のポリプロピレンビーカー内で毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の反
応混合物から、１ｍｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手作業
で塗布した。準備の後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃で
５分間テンパリングした。薄膜は、テンパリング後に手でガラスプレートから容易にはが
すことができた。
【００９０】
比較例Ｃ２：
　本発明によらないポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。１０ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　ＸＰ２５９９（
成分Ｂ）を、４０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量と０重量％のエチレンオキシド単位含有
量とを有する２８．０６ｇの二官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリコー
ルポリエーテル（成分Ｃ）、および、０．０２８ｇのＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅ
ｒのポリプロピレンビーカー内で毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の
反応混合物から、１ｍｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手作
業で塗布した。準備の後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃
で５分間テンパリングした。薄膜は、テンパリング後に手でガラスプレートから容易には
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がすことができた。
【００９１】
比較例Ｃ３：
　本発明によらないポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。３．９１ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　Ｎ３３００
（成分Ａ）を、４０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量と０重量％のエチレンオキシド単位含
有量とを有する３９．８８ｇの二官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリコ
ールポリエーテル（成分Ｃ）、および、０．１２ｇのＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅ
ｒのポリプロピレンビーカー内で毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の
反応混合物から、１ｍｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手作
業で塗布した。準備の後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃
で５分間テンパリングした。薄膜は、テンパリング後に手でガラスプレートから容易には
がすことができた。
【００９２】
比較例Ｃ４：
　本発明によらないポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。３．５８ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　ＸＰ２４１
０（成分Ａ）を、６０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量と０重量％のエチレンオキシド単位
含有量とを有する３９．８８ｇの三官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリ
コールポリエーテル（成分Ｃ）、および、０．１２ｇのＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘ
ｅｒのポリプロピレンビーカー内で毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体
の反応混合物から、１ｍｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手
作業で塗布した。準備の後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０
℃で５分間テンパリングした。薄膜は、テンパリング後に手でガラスプレートから容易に
はがすことができた。
【００９３】
比較例Ｃ５：
　本発明によらないポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。３．９１ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　Ｎ３３００
（成分Ａ）を、６０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量と０重量％のエチレンオキシド単位含
有量とを有する３９．８８ｇの三官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリコ
ールポリエーテル（成分Ｃ）、および、０．１２ｇのＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅ
ｒのポリプロピレンビーカー内で毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の
反応混合物から、１ｍｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手作
業で塗布した。準備の後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃
で５分間テンパリングした。薄膜は、テンパリング後に手でガラスプレートから容易には
がすことができた。
【００９４】
比較例Ｃ６：
　本発明によらないポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。１０．０ｇの例１のプレポリマ（成分Ｂ）を
、４０００ｇ／ｍｏｌの数平均分子量と０重量％のエチレンオキシド単位含有量とを有す
る３９．８８ｇの二官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリコールポリエー
テル（成分Ｃ）、および、０．０３ｇのＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒのポリプロ
ピレンビーカー内で毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の反応混合物か
ら、１ｍｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手作業で塗布した
。準備の後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃で５分間テン
パリングした。この処方から試験体を生成することはできなかった。
【００９５】
実施例Ｅ１：
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　本発明によるポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。３．０ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　Ｎ３３００（
ＨＤＩに基づくイソシアヌレート、成分Ａ）および７．０ｇの例１のプレポリマ（成分Ｂ
）を計量してポリプロピレンビーカー内に入れ、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ内で毎分３０００
回転で１分間、互いに混合した。次いで、この混合物を、４０００ｇ／ｍｏｌの数平均分
子量と０重量％のエチレンオキシド単位含有量とを有する４１．２ｇの二官能性ポリプロ
ピレングリコール－ポリエチレングリコールポリエーテル（成分Ｃ）、および、０．０４
１ｇの量のＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒのポリプロピレンビーカー内で毎分３０
００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の反応混合物から、１ｍｍの湿潤層厚を有す
る薄膜をナイフによってガラスプレートに手作業で塗布した。準備の後、乾燥庫内ですべ
ての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃で５分間テンパリングした。薄膜は、テン
パリング後に手でガラスプレートから容易にはがすことができた。
【００９６】
実施例Ｅ２：
　本発明によるポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。３．０ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　Ｎ３３００（
ＨＤＩに基づくイソシアヌレート、成分Ａ）および７．０ｇの例１のプレポリマ（成分Ｂ
）を計量してポリプロピレンビーカー内に入れ、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ内で毎分３０００
回転で１分間、互いに混合した。次いで、この混合物を、６０００ｇ／ｍｏｌの数平均分
子量と０重量％のエチレンオキシド単位含有量とを有する４１．２ｇの三官能性ポリプロ
ピレングリコール－ポリエチレングリコールポリエーテル（成分Ｃ）、および、０．０４
１ｇの量のＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒのポリプロピレンビーカー内で毎分３０
００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の反応混合物から、１ｍｍの湿潤層厚を有す
る薄膜をナイフによってガラスプレートに手作業で塗布した。準備の後、乾燥庫内ですべ
ての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃で５分間テンパリングした。薄膜は、テン
パリング後に手でガラスプレートから容易にはがすことができた。
【００９７】
実施例Ｅ３：
　本発明によるポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。４．０ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　Ｎ３３００（
ＨＤＩに基づくイソシアヌレート、成分Ａ）および１６．０ｇの例１のプレポリマ（成分
Ｂ）を計量してポリプロピレンビーカー内に入れ、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ内で毎分３００
０回転で１分間、互いに混合した。次いで、この混合物を、４０００ｇ／ｍｏｌの数平均
分子量と２０重量％のエチレンオキシド単位含有量（ポリエーテルに基づく）とを有する
６６．１６ｇの二官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリコールポリエーテ
ル、および、０．１３２ｇの量のＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ内のポリプロピレ
ンビーカーで毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の反応混合物から、１
ｍｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手作業で塗布した。準備
の後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃で５分間テンパリン
グした。薄膜は、テンパリング後に手でガラスプレートから容易にはがすことができた。
【００９８】
実施例Ｅ４：
　本発明によるポリマ素子の準備：
　用いた原材料は、別々に脱気しなかった。１．０ｇのＤｅｓｍｏｄｕｒ　Ｎ３３００（
ＨＤＩに基づくイソシアヌレート、成分Ａ）および９．０ｇの例１のプレポリマ（成分Ｂ
）を計量してポリプロピレンビーカー内に入れ、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ内で毎分３０００
回転で１分間、互いに混合した。次いで、この混合物を、４０００ｇ／ｍｏｌの数平均分
子量と２０重量％のエチレンオキシド単位含有量（ポリエーテルに基づく）とを有する２
４．２２ｇの二官能性ポリプロピレングリコール－ポリエチレングリコールポリエーテル
、および、０．０４８ｇの量のＤＢＴＤＬと、Ｓｐｅｅｄｍｉｘｅｒ内のポリプロピレン
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ビーカーで毎分３０００回転で３分間混合した。泡の引いた液体の反応混合物から、１ｍ
ｍの湿潤層厚を有する薄膜をナイフによってガラスプレートに手作業で塗布した。準備の
後、乾燥庫内ですべての薄膜を８０℃で一晩乾燥した後、１２０℃で５分間テンパリング
した。薄膜は、テンパリング後に手でガラスプレートから容易にはがすことができた。
【００９９】
サンプルに対して様々な測定を行った。本発明によらない例および本発明によるポリマ素
子の例についての結果を、以下の表１に示す。
【０１００】
【表１】

【０１０１】
　薄膜の形状の本発明に従ったポリマ素子が従来技術よりも顕著に有利であることが試験
によって示された。本発明によらない例の特に不利な点は、低い極限伸びおよび高いクリ
ープであった。
【０１０２】
　本発明に従った薄膜を用いる際の特に有利な点は、高い極限伸び、低い弾性率、低い永
久伸び、低いクリープなど、非常に良好な機械的性質、ならびに、高い誘電率、それと同
時に、伸びのない状態での非常に高いブレークスルー電界強度を併せ持つことである。本
発明に従ったこれらのポリマ素子を用いて電気機械変換器を製造すれば、特に有利な特性
を達成できる点で有利である。
　また、本発明は、以下の適用例としても実施可能である。
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［適用例１］　少なくとも２つの電極および少なくとも１つの電気活性ポリマ素子を有す
る電気機械変換器であって、前記ポリマ素子は２つの電極の間に配置され、
　前記ポリマ素子は、
　　成分Ａ）ポリイソシアネートと、
　　成分Ｂ）ポリイソシアネートプレポリマと、
　　成分Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物とを含
む反応混合物から得られる電気機械変換器。
［適用例２］　適用例１に記載の電気機械変換器であって、センサおよび／またはアクチ
ュエータおよび／またはジェネレータである電気機械変換器。
［適用例３］　適用例１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ａ）は、イソシアヌレート基、ウレトジオン基、または、それらの混合物を含
むポリイソシアネートである電気機械変換器。
［適用例４］　適用例１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ａ）は、２以上のＮＣＯ官能価を有し、ウレトジオン、イソシアヌレート、ビ
ウレット、イミノオキサジアジンジオン、または、オキサジアジントリオン構造、もしく
は、それらの混合物を有するジイソシアネートである電気機械変換器。
［適用例５］　適用例１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ａ）は、２から４の平均ＮＣＯ官能価を有し、脂肪族結合または脂環式結合し
たイソシアネート基を含むポリイソシアネートまたはポリイソシアネート混合物である電
気機械変換器。
［適用例６］　適用例１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ｂ）は、１または複数のジイソシアネートと、１または複数のヒドロキシ官能
性ポリオールとの反応から得られる反応生成物である電気機械変換器。
［適用例７］　適用例６に記載の電気機械変換器であって、前記ジイソシアネートは、２
：１から２０：１のイソシアネート基対ヒドロキシ基の比で、前記ヒドロキシ官能性ポリ
オールと反応する電気機械変換器。
［適用例８］　適用例１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ｃ）は、少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有するポリア
ミンまたはポリオールである電気機械変換器。
［適用例９］　適用例１に記載の電気機械変換器であって、
　前記成分Ｃ）は、ポリマポリオールである電気機械変換器。
［適用例１０］　適用例１に記載の電気機械変換器を準備する方法であって、
　ａ）少なくとも２つの電極を準備する工程と、
　ｂ）反応混合物の反応によってポリマ素子を準備する工程であって、前記反応混合物は
、
　　成分Ａ）ポリイソシアネートと、
　　成分Ｂ）ポリイソシアネートプレポリマと、
　　成分Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物とを含
む工程と、
　ｃ）２つの電極の間に前記ポリマ素子を配置する工程と
を備える方法。
［適用例１１］　適用例１０に記載の方法であって、前記ポリマ素子を準備する工程は、
前記電極の内の少なくとも１つに前記反応混合物を塗布して前記反応混合物を反応させる
ことによって実行される方法。
［適用例１２］　適用例１０または１１に記載の方法であって、Ａ）、Ｂ）、および、Ｃ
）の前記反応混合物は、乾燥および／またはテンパリングされる方法。
［適用例１３］　適用例１１に記載の方法であって、Ｂ）由来の前記イソシアネート基に
対するＡ）由来の前記イソシアネート基の当量比として用いられる比が１：１０から１０
：１である方法。
［適用例１４］　反応混合物から得られる電気活性ポリマ素子を電気機械素子として利用
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する方法であって、前記反応混合物は、
　成分Ａ）ポリイソシアネートと、
　成分Ｂ）１または複数のジイソシアネートと、１または複数のヒドロキシ官能性ポリオ
ールとの反応から得られるポリイソシアネートプレポリマと、
　成分Ｃ）少なくとも２つのイソシアネート反応性ヒドロキシ基を有する化合物と
　を含む方法。
［適用例１５］　適用例１に記載の電気機械変換器を含む電子および／または電気デバイ
ス。
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